まちなかの森づくり事業実施要領
（事業の趣旨）                                                          　　　
第１　森や緑などの空間が少ない街中において、暮らしに潤いを与える緑の環境づくりを進め、　併せて、府民等の森林や緑の大切さの認識を広めるため、身近な森づくりとしての植樹活動等を支援する。
（助成の対象）
第２　公益社団法人京都モデルフォレスト協会理事長（以下「理事長」という。）は、市町村、学　校、緑化関係団体等が、新たに次の各号のいずれかに該当する植樹活動等を行う場合、予算の範囲内において助成金を交付する。
(1)　対象地における植樹効果に配慮した規模として概ね３㎡以上を植樹地とする。
(2)　使用する植物は、樹木及び地被植物とする。
(3)　原則として、学校、図書館、会館等の公の施設の敷地で、樹木等が正常に生育すること　 ができる場所を対象とする。　　
（助成の対象経費）
第３　助成の対象となる経費は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)　樹木等購入費
(2)　植栽工事費
(3)　その他植栽場所の整備に必要な経費
（助成金の額）
第４　助成金の額は定額とし、１００万円を限度とする。
（事業実施主体）
第５　事業実施主体は、市町村、学校、緑化関係団体、住民組織、企業等とする。
（助成金の交付申請）
第６　助成金の交付の申請をしようとするもの（以下「申請者」という。）は、まちなかの森　づくり事業交付申請書（様式１）に、次に掲げる書類を添えて、市町村を経由して理事長に提出するものとする。　
(1)　事業の実施箇所を示す位置図
(2)　事業の概要を示す計画図（平面図、立面図等）
(3)　事業の実施場所の現況写真
(4)　事業の収支計画書
(5)　申請者と事業の実施場所の所有者が異なる場合は、当該所有者の承諾書
(6)　その他理事長が必要と認める書類
（審査等の手続き）
第７　理事長は、第６による申請があった場合、申請内容を事前審査し、助成金を交付するこ　とを適当と認めるときは、その旨を通知するものとする。
２　理事長は、申請者が事業を中止し、又は廃止した場合、工事完了予定日までに工事が完了　しない場合及び審査結果通知後この要綱の内容に適していないことが明らかになった場合に　は、認定を取り消すこととし、その旨申請者に通知するものとする。また、当該通知により助成を取り消された場合は、当該年度内の再申請は認めないものとする。
（申請内容の変更等）
第８　助成を認められた者は、当該事業の事業実施箇所及び事業の内容を変更する必要が生じ　たときには、第６の規定を準用し、変更の承認を受けなければならない。
（実績報告）
第９　事業実施主体は、事業を完了した場合は速やかに事業実績報告書（様式２）を理事長に　提出するものとする。
（助成金の額の決定）
第10理事長は、第９の規定により報告があったときは、現地立会により完了審査を行い、事　業の成果が第７の規定による助成金の内容にと適合するものであると認めたときは、助成の　額を確定するとともに、その額を交付するものとする。　
（その他）
第11　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。
附則
　この要領は、平成２２年１１月５日から施行する。
附則
　この要領は、平成２５年９月　３日から施行する。
